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さい帯血事業における会計処理について
1．はじめに
　造血幹細胞移植とは，正常な血液を作ることが
困難となる白血病や再生不良性貧血などの疾患を
有する患者に対して，提供者（ドナー）の造血幹
細胞を移植して正常な血液を作ることができるよ
うにする治療のことをいう。
　造血幹細胞は，骨髄，末梢血，さい帯血にその
存在が確認されている。したがって，造血幹細胞
移植とは骨髄移植，末梢血移植，さい帯血移植の
3種類がある。昨今，iPS細胞が大きく取り上げ
られることになったが，再生医療の一端あるいは
一翼として造血幹細胞移植は注目を浴びている。
　その表れのひとつに，2012年 9月 20日，議員
立法により，『移植に用いる造血幹細胞の適切な
提供の推進に関する法律』が制定されるに至って
いる1）。
　本論文では，骨髄，末梢血，さい帯血のうち，
さい帯血に注目する。とりわけ，日本赤十字社の
行うさい帯血事業は 2012年 4月より大きく変革
した。「さい帯血」の重要性と将来性や，組織と
してのさい帯血バンクの事業運営に鑑みて，さい
帯血事業は日本赤十字社血液事業における関連事
業として組織化することとなった。もちろん，そ
の影響は会計制度にも反映される。すなわち，会
計上も日本赤十字社血液事業における関連事業損
益の中で区分整理（部門管理）することで統一さ
れることになったわけである。したがって，さい
帯血事業の会計基準については，2012年 4月か
ら施行されている日本赤十字社会計規則及び同施
行細則，日本赤十字社血液事業特別会計規則及び
同施行細則に準じて，会計処理することとなっ
た。よって，この基準等がさい帯血事業における
財務会計基準となる。
　そこで，本論文は，上記の財務会計基準に合致
する形での，さい帯血事業において必要となる会
計処理について考察する。すなわち，財務諸表作
成基準への合致にかかわるものであり，作成のス
タートである「仕訳」を提示しながら検討する。
2．さい帯血事業にかかわる会計処理上の勘
定科目について
　さい帯血事業の勘定科目については，基本的に
日本赤十字社血液事業特別会計規則及び同施行細
則が財務会計基準であるため，それらにもとづい
た勘定科目を用いることになる。たとえば，固定
資産の取得，減価償却費や利息の処理などは血液
事業でも同様の扱いとな り，上記 2つの財務会計
基準における勘定科目を用いることになる。
　本節では，さい帯血事業特有の勘定科目につい
て説明する。
　まず，さい帯血を最初に採取し，最終的に提供
するというプロセスはさい帯血に特有の事業（活
動）である2）。その流れにおいて，報償費，検査
費，調製費，保存費，移植前検査費，移植提供費
という分類がなされる。また，資産として計上さ
れたさい帯血の期末評価の問題，そしてさい帯血
事業が受け入れる補助金にかかわる処理が特有と
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計算の要素が多分に具現されている会計処理であ
る。人件費については，血液事業検査部門等にて
費用が計上される場合には，該当部門からの振替
費用も計上する。
　材料費は，原則として消費高を計上することに
なる。経費については，人件費同様，血液事業検
査部門等にて費用が計上される場合には，該当部
門からの振替費用も計上する。
　調製費は，検査費と同様に，人件費，材料費，
経費に分類される。さい帯血は検査プロセスを経
て，調製される。その調製プロセスにおいてかか
わる費用が調製費である。構成については検査費
と同様である。人件費や経費については，血液事
業製剤部門等にて費用が計上される場合には，該
当部門からの振替費用も計上する。材料費につい
ては原則として消費高を計上する。
　保存費についても，基本的には人件費，材料費
と分けられるが，保存のための液体窒素にかかわ
る費用が発生することもあり，「液体窒素代金」
なる。上表がその勘定科目である。
　報償費は，採取手数料と搬送費に分けられる。
さい帯血の採取医療機関に対して採取にかかわる
手数料を支払うことになる。また，採取したさい
帯血は，さい帯血バンクにおいて調製等されるた
めにトリアージに関する費用が発生することにな
る。
　検査費については，採取したさい帯血を重量，
細胞数などを確認する意味で検査する必要があ
る。こうした検査を通じて，さい帯血が調製され
る。なお，採取したさい帯血が必ずしも調製プロ
セスに進むかというとそうではない。この検査プ
ロセスにおいて調製するかどうかが決定される。
したがって，調製前検査費と呼ぶことも可能であ
る。
　検査費は，人件費，材料費，経費に分類され
る。検査という枠の中で，どのような費用が発生
したか，さい帯血を採取し調製し提供するまでに
いくらの金額を消費したかを計算する点では原価
プロセス上の費目等① 費目等②（細分） 「血液細則」における勘定科目
報償費
採取手数料 手数料
搬送費 運搬費
検査費
人件費 人件費
材料費 材料費
経費 経費
調製費
人件費 人件費
材料費 材料費
経費 経費
保存費
人件費 人件費
材料費 材料費
液体窒素代金 準備消耗品費
その他経費 経費
移植前検査費
人件費 人件費
材料費 材料費
経費 経費
さい帯血の提供 供給
さい帯血供給収益
さい帯血供給原価
さい帯血の提供 検査収入 さい帯血供給収益
さい帯血の評価損 たな卸資産評価損
補助金
運営費 国庫補助金収益
整備費 長期前受補助金（B/S）
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（厚生労働省）より補助金を受け入れている。こ
の場合には運営費と整備費という 2本立ての補助
金となる。血液細則における勘定科目は，国庫補
助金収益であり，寄付であればその他補助金収益
を用いる。また，整備費にかかわっては長期前受
補助金であり，負債計上される。同様に寄付であ
れば長期前受寄付金を用いることになる。
3．さい帯血事業にかかわる期中取引について
　以下では，さい帯血事業にかかわる簡単な事例
をもとに「仕訳」を明らかにしながら，会計処理
について検討することとする。なお，事業プロセ
スに応じた取引を示しながら考察することとした
い。
3.1.　さい帯血の採取と搬送プロセス
（case 1）　さい帯血の受け入れに際して，採取医
療機関に採取手数料￥6,000を支払った。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
採取手数料 6,000 未払金 6,000
　請求時にかかわる仕訳である。年度所属区分に
注意する必要があるものの，さい帯血の受け入れ
基準を満たしたものに対しては採取手数料を支払
うことになる。なお，今回はあくまでも採取した
ことにかかわる手数料であるが，このさい帯血が
公開された場合には改めて採取手数料を支払うこ
とになっている（公開時は￥10,000）。
（case 2）　さい帯血の搬送代金として，運送業者
に￥5,000を支払った。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
運搬費 5,000 未払金 5,000
　同様に，請求時にかかわる仕訳である。年度所
属区分に注意する必要があり，さい帯血のトリア
ージに関しては外部委託業者に対して引取運賃を
を支払うことになる。
を勘定科目として表示することになる。液体窒素
代金以外のものがその他経費となる。人件費とそ
の他経費は，血液事業製剤部門等にて費用が計上
される場合には，その部門からの振替費用も計上
し，材料費については原則として消費高を計上す
る。
　移植前検査費については，調製され保存されて
いるさい帯血はその提供前に再度検査される。基
本的には，調製前検査と変わることはないが，特
徴は，NAT検査が行われることである。NAT検
査とは核酸増幅検査（Nucleic acid Amplification 
Test）の頭文字を取ったもので，遺伝子の一部の
核酸を取り出し（抽出），その核酸を倍々で増や
して（増幅），増えた核酸を検出することで遺伝
子の有無を確認する検査法のことである。移植前
検査費についても人件費，材料費，経費に区分さ
れる。他の費目と同様の扱いになるが，人件費と
経費については血液事業検査部門等にて費用が計
上される場合には，その部門からの振替費用も計
上し，材料費については原則として消費高を計上
する。
　さい帯血を最終的に提供することで，さい帯血
事業の収益が実現することになる。すなわち，さ
い帯血を提供した結果，提供先医療機関から提供
にかかわる対価を受け取ることになり，「供給」
という勘定科目を用いる。なお，補助科目におけ
るさい帯血供給収益（供給）を用い，原価振替仕
訳は月次決算にて行うことになる。
　また，さい帯血の提供にあたり，提供先医療機
関が移植に際しての検査を必要とし，基本的には
さい帯血バンクにおいて検査体制が整備されてお
り，その収益も基本的には計上されることにな
る。その場合には「検査収入」という勘定科目を
用いることになる。なお，補助科目におけるさい
帯血供給収益（検査）を用いる。
　さらには，さい帯血は，貸借対照表上，資産
（流動資産）に表示される。そのため，期末には
さい帯血の評価を行う必要がある。基本的に評価
益は想定されず，さい帯血の評価損としてたな卸
資産評価損という勘定科目が準備されている。
　最後に補助金関係である。さい帯血事業は国
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借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
準備消耗品 1,000,000 未払金 1,000,000
　さい帯血にかかわる保存のために要した際にか
かわる仕訳である。保存プロセスにおいては液体
窒素代金が大きな比重を占めている。したがっ
て，液体窒素については，購入した場合には資産
計上する必要がある。
（case 7）　さい帯血の保存にかかわり液体窒素 5
本（@￥100,000）を消費した。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
準備消耗品費 500,000 準備消耗品 500,000
　さい帯血を保存するために使用した液体窒素の
処理である。いわゆる消費時の仕訳であり，費用
処理する必要がある。なお，補助科目として準備
消耗品費として処理している。
3.4.　さい帯血の事業にかかわる事務的活動
（case 7）　さい帯血バンクネットワークに対して
年会費￥120,000を支払った。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
諸会費 120,000 未払金 120,000
　さい帯血事業も，いわゆる事業費のみでは成り
立たない。いわゆる管理費用が発生する。各さい
帯血バンクは，日本さい帯血バンクネットワーク
に所属し，いわゆるさい帯血事業の公的なバンク
として活動している。ゆえに，その所属にかかわ
る費用を支払う必要があり，事例の一つとして，
請求時を想定したものである。基本的には年度所
属区分に留意する必要がある。諸会費と勘定科目
を設定したが，その他年会費などの勘定科目でも
よいかと思われる。
（case 8）　さい帯血事業に関するリーフレットの
印刷費￥140,000を支払った。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
印刷製本費 140,000 未払金 140,000
3─2.　さい帯血の調製前検査と調製プロセス
（case 3）　さい帯血にかかわる検査用の薬品 @
￥100を 100剤購入し，代金は月末支払うことと
した。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
薬　品 10,000 買掛金 10,000
　さい帯血にかかわる検査用薬品の購入の際にか
かわる仕訳である。たな卸資産の計上基準を満た
すものについては資産計上する必要がある。な
お，こうした処理については調製用の薬品購入に
あたっても同様である。
（case 4）　さい帯血の検査用薬品 50剤（@￥100）
を消費した。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
関連事業用薬品費 5,000 薬　品 5,000
　さい帯血を調製するための前段階の検査に使用
した薬品の処理である。いわゆる消費時の仕訳で
あり，費用処理する必要がある。なお，基本的に
は材料費であるが補助科目を用いて処理してい
る。
（case 5）　さい帯血にかかわる調製用機器の修繕
費￥10,000を支払った。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
修繕費 10,000 未払金 10,000
　さい帯血を調製するための経費にかかわる処理
である。年度所属区分に留意する必要がある。な
お，経費として修繕費と勘定科目を示したもの
の，機械備品費用でも勘定科目設定は妥当かと思
われる。
3.3.　さい帯血の保存プロセス
（case 6）　さい帯血にかかわる液体窒素 10本（@
￥100,000）を購入し，代金は翌月支払うことと
した。
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り，さい帯血提供の取引と同様のスタンスであ
る。したがって，上段仕訳は移植時におけるもの
であり，下段仕訳は入金時の仕訳となる。
3.6.　さい帯血にかかわる補助金等の処理
（case 12）　国庫補助金を財源として，さい帯血
にかかわるドライシッパー1基￥1,000,000を取得
購入した。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
当座預金 1,000,000 長期前受補助金等 1,000,000
　さい帯血事業の整備にかかわる補助金，すなわ
ち施設整備補助金等は，補助金等で補償すること
が意図されている間接費用を認識する期間にわた
って，規則的に損益に認識されることが必要であ
ろう。病院会計準則においてはそうした処理方法
がもとめられており，日本赤十字社血液事業特別
会計規則及び同施行細則も同様の扱いとみてよい
と思われる。そのために，補助金を受け入れた時
点では，仕訳のように固定負債に計上する。収益
化についてはその対象となる固定資産の減価償却
等によることになる。また，固定資産の検収時に
は次のような仕訳となる。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
機械備品 1,000,000 未収金 1,000,000
　取得購入した固定資産，施設整備補助金等につ
いては固定資産台帳に登録する必要がある。ま
た，事例にあげたドライシッパーなどのさい帯血
事業に特有な固定資産の耐用年数についても，日
本赤十字社血液事業特別会計規則及び同施行細則
の全部改正等について別表「耐用年数表」を参考
とする。また，リース資産の取得があった場合に
は，日本赤十字社血液事業特別会計規則及び同施
行細則にもとづき会計処理を行う必要がある。
（case 13）　さい帯血事業の運営に関する国庫補
助金￥1,000,000が入金された。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
当座預金 1,000,000 補助金収益 1,000,000
　さい帯血バンクネットワークへの活動経費と同
様に，請求時にかかわる仕訳である。年度所属区
分に注意する必要がある。
3.5.　さい帯血にかかわる提供プロセス
（case 9）　さい帯血を移植医療機関に提供し，
￥408,000を請求した。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
事業未収金 408,000
さい帯血供給収益
（供給）
408,000
　さい帯血事業での収益計上にかかわるプロセス
である。どの時点で収益認識するかについては議
論があるが，会計上は移植時をもって収益の実現
という見解が一般的であろう。なお，請求自体は
提供した時点をもってすることになろう。また，
￥408,000については 2012年診療報酬改定におい
て，さい帯血の提供による保険収入の金額であ
る。
（case 10）　移植医療機関より￥408,000が当座預
金に振り込まれた。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
当座預金 408,000 事業未収金 408,000
　基本的に入金時の取引である。
（case 11）　移植にかかわる検査費用￥24,000を
移植医療機関に請求した。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
事業未収金 24,000
さい帯血供給収益
（検査）
24,000
当座預金 24,000 事業未収金 24,000
　前述のとおり，さい帯血を提供する際，移植医
療機関が移植者に対する検査を行う必要がある。
たとえば，HLA抗体検査などであるが，検査自
体は一般医療機関で行えるものではなく，さい帯
血各バンクが実質的には行うことになる。よっ
て，その場合は検査収入として収益を計上する。
基本的にはさい帯血事業の収益に関することであ
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の計上については，血液事業と処理は変わること
はなく，血液事業で行われている処理に準じて処
理を行えばよいと思われる。
4.2.　 減価償却費の計上や補助金等の取崩しに
かかわる処理
（case 15）　国庫補助金を財源として取得購入し
たさい帯血にかかわるドライシッパー1基
￥1,000,000を耐用年数 3年で減価償却する。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
減価償却費 44,667
機械備品減価
償却累計額
44,667
長期前受補助金等 44,667 補助金収益 44,667
　まず，￥44,667は，次の算定方法による。
￥44,667＝￥1,000,000×0.536×1／12
　施設整備補助金等については，対象となる固定
資産の減価償却等に合わせて収益化することにな
る。また，後段の貸方科目である補助金収益は通
常であれば，長期前受補助金等取崩益と表示され
る。
　ただし，長期前受補助金等取崩益は，事業外収
益として認識されてしまう。よって，（血液事業
の関連事業と位置付けた経緯から関連事業として
の）さい帯血事業の事業収益として振り替える必
要がある。
5．むすびにかえて
　日本赤十字社は 2012年 4月から日本赤十字社
会計規則及び同施行細則，日本赤十字社血液事業
特別会計規則及び同施行細則など財務会計基準を
大きく変革させた。これまで会計制度においては
後塵を拝していたといわれていたが，一般に公正
妥当と認められる会計の慣行に様変わりし，新た
な日本赤十字社の会計基準として妥当なものと判
断される。
　日本赤十字社系列のさい帯血事業バンクは，こ
れまでは日本赤十字社の血液事業とは一線を画
し，別組織形態で運営されていた。その功罪はさ
まざまあるものの，2011年日本さい帯血バンク
　さい帯血事業にかかわる運営費に関する補助金
である。補助金等の目的となっている費用は対象
となる会計年度の総事業費用である。そのため，
補助金等の受領時に収益として認識することで収
益と費用は対応することになる。
4．さい帯血事業にかかわる月次決算取引に
ついて
4.1.　人件費等の振り替えにかかわる処理
　光熱水費や委託費などについては血液事業本部
が別に通知する部門共通費用配算（按分）方法を
基準として按分する必要がある。なお，血液事業
検査部門や（血液）製造部門等の人件費などのさ
い帯血事業への振り替えについては，共通配算で
はなく，以下のような人件費等の振替によって対
応する。
（case 14）　HLA検査のための医療技術職員費を
計上する。なお，検査部門からの振替単価は @
￥1,000／検査数であり，当月の検査数は 10個で
あった。
借　　　方 金　　　額 貸　　　方 金　　　額
医療技術職員費 10,000 医療技術職員費 10,000
　いずれも勘定科目は医療技術職員費であるが，
次のような内容であり，借方と貸方では意味が異
なる。
　 借方の医療技術職員費…さい帯血事業（部門）
→￥10,000＝@￥1,000／検査数×10個
　 貸方の医療技術職員費…血液事業検査部門 
→￥10,000＝@￥1,000／検査数×10個
　基本的には，血液事業の検査部門の人件費から
さい帯血事業の人件費に振り替えることでしかな
い。ただし，振替価格については血液事業本部が
定める通知にしたがうことになる。また，仕訳例
で示した通り，検査数などをもとにするのであれ
ば，毎月の検査数について検査の種類ごとに管理
する必要が出てくる。
　ただし，医療技術職員費等の通常の人件費，法
定福利費，賞与引当金繰入額及び退職給付費用等
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さい帯血事業における会計処理について
　　 ○造血幹細胞の適切な提供の推進に関し，基本理念，国
やバンク等の責務，国の施策（国民の理解の増進，3種類
の造血幹細胞に関する情報の一体的な提供，バンクの安定
的な事業運営の確保等）を規定する。
　　 ○骨髄バンク・さい帯血バンクを許可制とし，骨髄バン
クに対してはドナーの健康の保護，さい帯血バンクに対し
ては品質の確保に関する基準の遵守など，業務遂行上必要
な義務を課す。
　　 ○骨髄バンク・さい帯血バンクに対する補助の規定を設
ける。
　　 ○骨髄バンク・さい帯血バンクに対する支援を行う支援
機関を全国で 1個に限り指定（日本赤十字社を想定）。
　　 ③効果と問題点
　　 ○治療成績の向上や高齢化に伴って移植のニーズが増加
する。
　　 ○移植を必要とする患者が移植を受ける機会が十分に確
保されるよう，法整備により，国として造血幹細胞の提供
の促進を図ることが必要。
　　 ○バンクに関する規制が存在しない
　　 ○バンクの業務は，患者やドナーの健康にかかわるもの
であり，法律により，適切に業務が行われることを担保す
るための規制が必要
　　 ○バンクの運営が財政的に不安定…造血幹細胞が安定的
に提供されるためには，バンクの安定的な事業運営を確保
するための財政上の措置等について法律で規定することが
必要。
　　 ○根拠法の必要性
　　 ○移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進を図り，
もって造血幹細胞移植の円滑かつ適正な実施に資する（＝
患者がよりよい移植を受けられる）。
　　 ○骨髄移植・末梢血幹細胞移植を行うためには，HLA
（白血球の型）が一致する者（ドナー）を探し，その者を患
者と結びつけるあっせんが必要。
2）さい帯血の調製等，提供プロセスは以下の通りである。
　　 ①さい帯血の採取
　　 出産という機会にあたり，さい帯血が確保される。ただ
し，どこの産婦人科，病院でもいいというわけではない。
骨髄や末梢血に比べて，体外による採取となり，もっとも
細菌等が感染する恐れがある。そこで，採取医療機関（さ
い帯血採取提携病院）においてさい帯血は採取される。ま
た，さい帯血を採取していいかどうか，つまり移植に役立
てていいかどうかは，その妊婦・家族の意思にかかわる。
採取を是とされた妊婦・家族に対しては，その採取医療機
関に報償費（ありがとうの意味も込めて）を支払う。
　　 そして，採取したさい帯血・検査用血液を「さい帯血バ
ンク」（いわゆる移植提供を統括している組織）に搬送す
る。
　　 ②さい帯血の検査
　　 搬送されたさい帯血を検査する。まずは，重量測定や血
球計数検査を行う。やはり，一定量の採取量があるかどう
か，白血球数が規定値を満たしているかどうかの検査を必
要となる。この検査は，採取した母体血すべてにおいて行
われるのが一般的で，最終的にさい帯血を作る前段階の検
査であり，「調製前検査」と呼ばれている。
　　 調製前検査に通過したさい帯血をさらに検査し，無菌検
ネットワーク将来構想検討委員会からの報告によ
れば 2009事業年度の 11あるさい帯血バンク財政
状況は，約 2億円にも及ぶ年度のマイナス収支差
額いわゆる赤字であった3）。まさに，事業の継続
性（going concern）が問われる状況であった。
結果としては日本赤十字社系列のさい帯血バンク
は，その血液事業の関連事業としてインコーポレ
ートされることになった。
　ゆえに，さい帯血事業では，日本赤十字社会計
規則及び同施行細則，日本赤十字社血液事業特別
会計規則及び同施行細則などが財務諸表を作成す
るための会計基準となった。本論文は，その経緯
から，さい帯血事業に特有な取引について今回取
り上げた事例は一部にすぎないものの仕訳を示し
ながら検討した。
　本論文は，日本赤十字社会計規則などのさい帯
血事業における財務会計基準にしたがって想定さ
れる取引を，「仕訳する」という形で検討してき
たことに意義がある。新たに制定された会計基準
の検討にあたり，財務諸表を作成するための第一
歩である（どのような勘定科目を使用するかとい
う考察も含めて）「仕訳」を検討することで，（経
理）実務との接点も垣間見られるはずである。
　一見地味な作業であるが，今後ともこうしたス
タンスでさい帯血事業の財務会計基準等の検討に
取り組むつもりである。
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注
1）法律の概要等は次の通りである。
　　 ①概要
　　 移植に用いる造血幹細胞（骨髄・末梢血幹細胞・さい帯
血）の適切な提供の推進に関し，基本理念を定め，国の責
務等を明らかにし，及び移植に用いる造血幹細胞の適切な
提供の推進に関する施策の基本となる事項について定める
とともに，骨髄・末梢血幹細胞提供あっせん事業及びさい
帯血供給事業について必要な規制及び助成を行うこと等に
より，移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進を図り，
もって造血幹細胞移植の円滑かつ適正な実施に資する。
　　 ②法案の主な内容
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査や，白血球の血液型ともいわれる HLA検査，そして感染
症の恐れがないかどうかの感染症検査などが行われる。
　　 ③さい帯血の調製と保存
　　 ②の検査をクリアしたさい帯血について，調製作業を行
う。いわゆる無菌（調製）室において，最終的に保存する
さい帯血を薬品を使用して処理する。単に，さい帯血を調
製するだけではなく，さい帯血の検査検体分離，調製に関
するデータ管理などを行う。
　　 調製されたさい帯血は冷凍による処理がなされ，保存さ
れる。
　　 ④さい帯血の公開
　　 検査，調製そして保存されたさい帯血は，そのデータに
ついて「さい帯血バンク」に登録され，公開されて，その
提供を待つことになる。
　　 ⑤さい帯血の提供・移植前の検査
　　 さい帯血が最終的に提供・移植される前に改めて血球計
数検査，生細胞数，コロニー回収率などの測定等を行う提
供前の検査がある。
　　 加えて，NAT検査（NATとは核酸増幅検査（Nucleic 
acid Amplification Test）の頭文字を取ったものである。遺
伝子の一部の核酸を取り出し（抽出），その核酸を倍々で増
やして（増幅），増えた核酸を検出することで遺伝子の有無
を確認する検査法のこと）や前述した HLA検査などの移植
前の検査も行われる。
3）詳細は以下の通りである。
（単位：千円）
バンク 事業収支差額 他会計負担経費 総収支差額
1 △5,567 △8,200 △13,767
2 △4,900 △10,000 △14,900
3 △63,382 △63,382
4 △15,940 △15,940
5 △5,688 △1,200 △6,888
6 △31,936 △31,936
7 △12,000 △1,000 △13,000
8 5,480 △14,670 △9,190
9 2,000 △4,400 △2,400
10 △4,753 △18,206 △22,959
11 △3,094 △1,662 △4,756
計 △139,780 △59,338 △199,118
出典： 日本さい帯血バンクネットワーク将来構想検討委員会
（2011）『将来構想検討会中間報告』日本さい帯血バンク
ネットワーク，p.8。
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